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1.活 動 理論 とは

活 動理 論(Activity Theory)は,ロ シア の

心理 学 者 で あ るVygotskyに よ って1920年 か ら

1930年 代 に提 唱 され た,「 人 間 の活動 に対 して,

多種 多様 な 『対象 的活動 』 を単位 と して分析 を

進め て い く」1)ため の理 論 枠 組 み で あ る。 現

在 まで に活動 理論 は3つ の世 代 を経 て きた。 山

住勝 弘 ・Yrjo Engeström 編 「ノ ッ トワ ー キ ン

グ:結 び合 う人 間 活動 の創 造 へ 」2)か ら要 約

す る と次 の とお りで あ る。

活動理 論 の第1世 代 といわれ るVygotskyは,

当 時 の心理学 で支配 的で あ った行動 主義 で は人

の行為 を説 明 す るの に不 十分 で あ ると考 え,人

間 の行 為 は文化 に媒介 され た もので あ るとい う

考 え を提起 した。 第2世 代 であ るLeontievは 対

象 に動 機 づ け られ た活動 は個 人 の次元 で はな く

集合 的 な次 元 にお いて成 立 す る とい うことを示

した ことに特徴付 け られ る。 第3世 代 に代 表 さ

れ るEngeström は,第2世 代 の提 言 を,Vygo

「コ ミュ ニ テ ィ」,「 分 業 」 の3要 素 は環 境 要 因

で あ る。

Engeström に よ る活 動 シス テ ム モ デ ル は人

間 の多種 多様 な活 動 に用 い る ことが で き,活 動

を可視 化 し,活 動 の要素 内,要 素 間 の対 立 を静

的 にチ ェ ックす るの に有 用 で あ る。行為者 が 自

らの活 動 を阻害 して い る対立 点 を分析 す る こと

を 目的 と した モデルで あ る といえ る。

活動 に存 在 す る対立 は,緊 張 関係 を引 き起 こ

す が,そ れ に向 きあ い解 決 す る ことによ って活

動 シス テム は発展 す る。 も しくは,緊 張 関係 が

解消 されない場合 には活動 が成 り立 たな くな り,

対象 を再定 義 す る ことに よ って活動 システ ムが

変更 され る。

tskyの モ デ ル を拡 張 す る もの と して 図 示 しモ

デル化 した(図1)。

Engeström に よ る この モ デ ル は活 動 の最 小

単 位 を表 して お り,各 要 素 は弁 証 的 に関連 して

い る。 「主 体 」,「 ツ ー ル」,「 対 象 」 が この シス

テ ムを定義 し,三 角形 の底辺 にあ た る 「ル ー ル」,

図1動 システム の モデ ル

Engeström

(Engeström,1999)

は,活 動 へ の介 入 に よ り活 動 シ
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ステムが発達 的に解消 してい く様を図2に 示す

拡張的サイ クル と してモデル化 した。

図2拡 張的学習のサイクルにおける矛盾とそ

れに対する戦略的な学習活動

(Engeström, 2001) 参 考 文 献1のp.120,

図12を 引 用 。

第3世 代 における活動理論 には,図1に 示す

静 的モデル と図2に 示す動的 モデルがあ り,対

立の存在す る活動 に対 し,介 入を行 うことによっ

て発展 的に解消 してい くとい う方法論 を提示す

る。

活動理論 の多様 な活動 への応用可能性 を示唆

した もの と して,2002年10月 発行の 日本知識情

報 フ ァジィ学会学会誌 に用語解説 として掲載 さ

れた 「活動理論」 に関す る解説 を以下 に引用す

る。

「活動理論 の適用対象 は極 めて幅広 く,ラ イ

ン生産 における作業員の単純労働作業か ら,大

規模複雑機械 を操 る遠隔操作 にわたるまで さま

ざまな作業 を対象 として解析が進め られてお り,

生産性向上のための作業環境場設計やインタフェー

ス機器 のユーザ ビリテ ィ設計 な どへの寄与が期

待 されている。」3)

日本知能情報 ファジィ学会 は,ホ ームーペー

ジ掲載 の学会案内 によれば 「あいまいさを含む

全方位 か ら知能 の解明,実 現,応 用 に対 して科

学 的 に挑戦 す る学 会」4)で あ り,領 域横 断的

な知能 に関わ るさまざまな研究 を行 って いる学

会 である。 この解説 の後,活 動理論 を応用 した

研究論文が 日本 ファジィ学会誌で展開されていっ

た の か とい うと,CiNii Articles収 録 の雑 誌 記

事 か らは,日 本 フ ァ ジィ学会 誌 に 「活動 理論 」

を題 目,キ ー ワー ドと して含 む雑 誌 記事 は該 当

が なか った。

そ こで,活 動 理 論 は ど うい った分 野 で研究 対

象 とされて きたの か を概 観 し,活 動 理論 関連 文

献 の傾 向 を探 って み よ うと考 え た。

2.活 動理論 に関す る文献

文 献 調 査 を 開 始 す る に あ た り,オ ン ライ ン情

報 検 索 シ ス テ ムDialogを 利 用 し,Dialogデ ー

タ ベ ー ス に 対 す る 総 索 引 フ ァ イ ル

(DIALINDEX)検 索 を 行 っ た 。 カ テ ゴ リー と

してLabor(労 働),Management(経 営),Psy

chology(心 理 学),Socialscience(社 会 科 学)

Education(教 育)を 選 び,“Activity(W)

theory” を 検 索 語 と して 用 い た 。 そ の 結 果,

上 位5位 ま で で は次 の よ う な結 果 が 得 られ た。

表1.DIALINDEX検 索 結 果

File Item

1.Psyclnfo

2.SocialSciSearch

3.ERIC

4.DissertationAbs Online

5.Gale Group Business A.R.T.S.

3404

677

565

428

250

図書館情報学分野の論文を収録 したデータベー

スは上位10位 までに も入 っていなか った。本稿

で は心理学分野,教 育学分野,図 書館情報学分

野 において活動理論が どの程度取 り上 げ られて

い るのかを明 らかにす るため,各 分野での代表

的 な文献 データベースに蓄積 されている活動理

論 に関す る文献数 を調 べた。具体 的 には,心 理

学分野 で はPsycoINFO,教 育学 で はERIC,図

書館情報学 で はLISTA with Full Testお よび

LISAを 用 いて文献検索 を行 った。 また,日 本

で活動理論 が取 り上 げ られ た文献 につ いては,

国 立 情 報 学 研 究 所(NII)が 作 成 す るCiNii

Articlesお よび国立 国会 図書館 が作成 す る雑
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誌 記 事 索 引 を用 い て 文 献 検 索 を行 っ た。 そ れ ぞ

れ の デ ー タベ ー ス に つ い て,提 供 機 関 が 違 うた

め,付 与 され て い る書 誌 事 項 は同一 で はな いが,

次 の点 に着 目 して,活 動 理 論 に 関 す る研 究 を概

観 す る。

(1)出 版 年,(2)著 者 数,

(3)雑 誌 タ イ トル,(4)Publication Type

2.1.デ ー タ ベ ー スの 概 要 と検 索 式,

検 索 結 果 数

(1)PsycINFO5):American Psychological

Associationに よ る心 理 学 の デ ー タ ベ ー ス で

あ る。1887年 以 降 の 心 理 学,社 会 学,医 学 関

連 論 文 の書 誌 事 項(抄 録 付)を 収 録 して い る。

Activity Theoryは2003年 に シ ソ ー ラ ス に

加 え られ,次 の よ うに定 義 され て い る。

「20世 紀 初 頭 に ロ シア の 心 理 学 者 た ち に

よ って 定 式 化 さ れ た理 論 。 個 人 の活 動 ま

た は環 境 との相 互 作 用 に基 づ く行 為 を分

析 す る の に用 い られ る。」

2011年 まで の文 献 に絞 り,シ ソー ラ ス用 語 に

よ る検 索 を 行 っ た と こ ろ,421件 の 文 献 が ヒ ッ

トした が,査 読 の有 無 に よ り絞 込 み を行 っ た と

こ ろ,280件 の結 果 が 得 られ た。

(2)ERIC6):(Education Resources

Information Center)ア メ リカ 教 育 省 ・国

立 教 育 学 図書 館 に よ る教 育学 全 般 にお け る デ ー

タベ ー スで あ る。1966年 以 降 の 教 育 関 連 の雑

誌 記 事,図 書,会 議 資 料 等140万 件 以 上 の 文

献 情 報 を 提 供 して い る。

Activity Theoryは シ ソ ー ラ ス と して 採 用

さ れ て い な か った ため,(Keywords=“Acti

vity Theory”)and(Publication

Date=Pre-1966 to 2011)で 検 索 し,515件

の文 献 が ヒ ッ トした。Peer Reviewed Pub-

licationに 絞 込 み を 行 った と こ ろ,406件 の 結

果 が 得 られ た。

(3)LISTA with Full Text7):EBSCO製

作 に よ る図 書 館 情 報 学,情 報 科 学 分 野 の デ ー

タ ベ ー ス"Library,Information Science &

Technology Abstracts"の フル テキス トバ ー

ジ ョンで あ る。800タ イ トル以上 の雑 誌,会

議録 等 か ら,論 文記 事,研 究報 告等 の文献 情

報 を1960年 代 以 降 か ら収 録 して い る。

Activity Theoryは シ ソー ラス と して採 用

され て い な い。(TX ALL Text=“Activity

Theory”)AND(出 版 時 期=2011年 ま で)

で検 索 し,167件 の文 献 が ヒ ッ トした。 学 術

(査読)あ りに限定 して絞 込 み を行 った結 果,

149件 の結果 が得 られ た。

(4)LISA8)(ProQuest)(Library and

Information Science Abstracts):図 書 館

情報 学 お よび情 報学 関係 の抄録 デー タベ ース。

68カ 国,20言 語 に渡 る440タ イ トル以 上 の定

期 刊行 物 の抄 録 を1969年 以 降 か ら収 録 して い

る。

Activity Theoryは シ ソー ラス と して採 用

さ れ て い な い 。All(“Activity Theory”)

and 2012以 前 で 検 索 し,53件 の文 献 が ヒ ッ

トした。 査読 済 み に限定 して絞 込 み を行 った

結 果,46件 の結 果 が得 られ た。

(5)CiNii Article9):国 立 情 報 学 研 究 所 が

提 供 す る学協 会 刊行 物 ・大 学研 究紀 要 ・国立

国会 図書館 の雑 誌記事索 引デ ー タベー スな ど,

学術論文情報 を検索対象 とす る論文 デー タベー

スサ ー ビス。 国 内 発 行 の約1,500万 件 の論 文

を検索 で き る。

(キ ー ワー ド=“ActivityTheory”OR

“活 動理論 ”)AND(出 版年 =2011年 まで)

で検 索 を行 った と ころ,202件 の文 献 が ヒ ッ

トした。 さ らにそ こか ら,特 集 タイ トルの み

の結 果(1件),図 書 を対 象 と した文 献(2

件),本 稿 で扱 う活 動 理 論 と は定 義 を異 にす

る高 齢 者 福 祉 に関 す る文 献(8件),同 じ く

食 品工 学 に関 す る文 献(5件),口 頭 発 表 資

料(5件)の 合計21件 を ノイ ズ と して対象 外

と し,最 終 的 に180件 の書 誌 デ ー タを得 た。

(6)雑 誌 記 事 索 引10)(NDL-OPAC):国 立

国会 図書 館 が収集 ・整理 した国 内刊 行 和文 雑

誌 か ら固有 の論題 を もつ記 事 を デ ー タベ ース
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化 した もの。21,036誌 か ら採 録 した論 文 を 検

索 で き る。

検 索 条 件 を(資 料 種 別=記 事AND(キ ー ワー

ド=活 動 理 論ORキ ー ワ ー ド=activity

theoryORタ イ トル=活 動 理 論ORタ イ

トル=activity theory)AND出 版 年=2011

年 ま で)で 検 索 した と ころ102件 の文 献 が ヒ ッ

トした。 そ の うち特 集 タ イ トル の み の 書 誌 情

報 を1件 除 外 し,101件 の書 誌 デ ー タを 得 た。

心 理 学,教 育 学 分 野 で のActivity Theoryに

関 す る論 文 数 は2000年 前後 を境 に少 しずつ増 加

して い る。 活動 理 論 の第3世 代 の キ ー マ ンで あ

る Engeström は1994年 に活 動 の6つ の要 素 を

図式 化 し,1999年 に は学 習 の拡張 的 サ イ クル に

つ いて定式 化 を行 って お り,論 文 数 の飛 躍 的 な

増加 につ なが って い る もの と考 え られ る。

(2)図 書館情報学

2.2出 版年別論分数の推移

1年 間で複数 の論文が掲載 され るよ うにな っ

て きた1995年 を基点 として各 データベースによ

り検索 された論文数の時系列 での推移 を図3～

図8に 示す。

(1)心 理 学 ・教 育学 図5.活 動理論論文数 の推移(LISTA)

図3.活 動 理 論論 文数 の推移(PsycInfo)

図6.活 動理論論文数 の推移(LISA)

図4.活 動理論論文数 の推移(ERIC)

一 方
,図 書 館 情 報 学 分 野 に お け るActivity

Theoryを 扱 った論 文 数 は2007年 に突 出 して い

た。 しか し,2007年 にActivity Theoryを 扱 っ

た論 文数 が多 く見 られ る ことに関 して理 由付 け

とな る もの は現 段 階 で はわ か って い な い。各 論

文 の 引用文 献等 を丁寧 に見 て い くこ とによ って

あ る程度,そ の原 因 につ いて知 る こ とは可能 で

あ るか も しれ ない。
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(3)国 内文献 表3.著 者数別論論文数(ERIC)

著 者 数 論文 数 割 合

119648.6%

212430.8%

35012.4%

4以 上338.2%

合 計406100.0%

図7.活 動 理 論 論 文 数 の 推 移(CiNii Articles)

5～6割 の論文が一人 の研究者 によ って執筆

されてお り,そ れに2人 の共同執筆 を含 めると

約8割 であ った。4人 以上 の共 同執筆 は割合 と

して少 な く,小 規模な研究 であることが推測 さ

れ る。

(2)図 書館情報学

表4.著 者数別論文数(LISTA)

図8.活 動理論論文数の推移(雑 誌記事索引)

国内の文献 について は絶対数 は多 くないが,毎

年数本ずつ論文 が生産 されてお り,か つ少 しず

つ増 えて きて いるとい う傾 向が見 られた。

2.3.著 者 数

(1)心 理 学 ・教 育学

表2.著 者 数別 論文 数(PsycINFO)

著 者 数 論 文 数 割 合

116659.3%

27125.4%

3279.6%

4以 上145.0%

不 明20.7%

合 計280100.0%

著 者 数 論 文 数 割 合

17852.3%

23120.8%

32114.1%

4以 上1711.4%

不 明21.4%

合 計149100.0%

表5.著 者数別論文数(LISA)

著 者 数 論 文 数 割 合

11839.1%

21226.1%

3817.4%

4以 上816.4%

合 計46100.0%

図書館情報学分野での著者数 につ いて も,単

著が4～5割 を占め,そ れ に2人 の共著者を合

わせ ると約7割 であ った。心理学 ・教育学分野

と比べ,4以 上 の著者 による論文数 の割合が高

か った。
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(3)国 内文献

表6.著 者 数 別 論 文 数(CiNii Article)

著 者 数 論 文数 割 合

112368.3%

22212.2%

32312.8%

4以 上126.7%

合 計180100.0%

表7.著 者数別論分数(雑 誌記事索引)

著 者 数 論 文数 割 合

17675.2%

21312.9%

31211.9%

合 計101100.0%

国内文献 は,他 のデー タベース検索結果 と比

べ,単 著論文の割合が約7割 と高か った。

1

2

3

4

5

6

7

8

9

表9.雑 誌 タイ トル別掲載論文数(ERIC)

10

10

10

雑誌名

Mind, Culture, and Activity

Computers and Education

Educational Review

Educational Studies in Mathematics

Cultural Studies of Science 
Education

International Journal of Educational 
Research

Journal of Computer Assisted 
Learning

International Journal of Science 
Education

Journal of Workplace Learning

Australasian Journal of 
Educational Technology

Educational Action Research

Educational Technology & Society

その他

合計

論文数

33

15

14

11

10

9

8

7

7

6

6

6

271

403

割合

8.2%

3.7%

3.5%

2.7%

2.5%

2.2%

2.0%

1.7%

1.7%

1.5%

1.5%

1.5%

67.2%

100.0%

2.4.雑 誌 タイ トル別掲 載 論文 数

(1)心 理 学 ・教 育学

表8.雑 誌 タイ トル別掲載論文数(PsycINFO)

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

雑誌名

Mind, Culture, and Activity

Journal of Russian & East 
European Psychology

Cultural-Historical Psychology

Outlines: Critical Social Studies

Theory & Psychology

Educational Review

Interacting with Computers

Outlines: Critical Practice Studies

Theoretical Issues in Ergonomics 
Science

Computers & Education

その他

合計

論文数

39

32

16

12

11

8

7

6

6

5

138

280

割合

13.9%

11.4%

5.7%

4.3%

3.9%

2.9%

2.5%

2.1%

2.1%

1.8%

49.3%

100.0%

掲 載 誌 総 数 は113誌 あ り,1論 文 の みが 掲 載

され た雑 誌 は79誌 あ った。

掲 載 誌 総 数 は196誌 あ り,1論 文 の みが掲 載

され た雑 誌 は125誌 あ った。

心 理 学 ・教 育学 関連 の デ ー タベ ース に収録 され

た雑 誌 と して,Activity Theoryに 関 す る論 文

を 多 く掲 載 し て い る 雑 誌 はMind, Culture,

and Activityで あ ったが,検 索 され た論 文 数

の うち1割 程度 の掲 載 で あ り,む しろ 「その他」

の さま ざ まな雑 誌 に分散 して掲 載 され て い る こ

とが わか った。

(2)図 書館情報学

表10.雑 誌 タ イ トル別掲 載論 文 数(LISTA)

1

2

3

4

5

6

6

6

6

雑誌名

Journal of the American Society for 
Information Science & Technology

Information Research

Behaviour & Information Technology

Information Society

Electronic Journal of 
Knowledge Management

First Monday

Informing Science

Library Philosophy & Practice

Library Quarterly

その他

合計

論文数

29

27

13

12

4

3

3

3

3

52

149

割合

19.5%

18.1%

8.7%

8.1%

2.7%

2.0%

2.0%

2.0%

2.0%

34.9%

100.0%
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掲載誌総数 は49誌 あ り,1論 文 のみが掲載 さ

れ た雑誌 は28誌 あ った。

1

2

2

3

4

4

4

4

4

4

4

表11.雑 誌 タ イ トル別掲 載論 文 数(LISA)

雑誌名

Information Research

Journal of Workplace Learning

Technical Communication Quarterly

Journal of Interactive 
Learning Research

Behavior&Information Technology

First Monday

Information Technology&People

Interacting with Computers

International Journal of Hu-
man-Computer Studies

International Journal of 
Knowledge Managment

Journal of the American 
Society for Information 
Science and Technology

その他

合計

論文数

7

4

4

3

2

2

2

2

2

2

2

14

46

割合

15.2%

8.7%

8.7%

6.5%

4.3%

4.3%

4.3%

4.3%

4.3%

4.3%

4.3%

30.4%

100.0%

掲載誌総数 は25誌 あ り,1論 文 のみが掲載 さ

れ た雑誌 は14誌 あ った。

図 書 館 情 報 学 分 野 の デ ー タベ ー ス に収 録 さ れ

た 雑 誌 と して は,Journal of the American

Society for Information Science &

Technologyお よ びlnformation Researchが

Activity Theoryに 関 す る論 文 を掲 載 して い る

主 要 な雑 誌 で あ る こ とが わ か っ た。

(3)国 内文献

1

2

3

4

5

5

表12.雑 誌 タイ トル別掲載論文数

(CiNii Articles)

教育科学 セ ミナ リー

日本教育心理学会総会発表論文集

エ デ ュ ケ ア

心理科学

Journal of library and

information science

教育工学関連学協会連合全国大
会講演論文集

論文数

8

6

5

5

4

4

割合

4.4%

3.3%

2.8%

2.8%

2.2%

2.2%

5

5

6

6

6

6

6

6

6

6

教育方法学研究:日 本教育方法
学会紀要

日本建築学会近畿支部研究報告
集.計 画系

INSS journal

教育學研究

教授研究

心理学評論

数学教育論文発表会論文集

日本教育工学会大会講演論文集

日本教育工学会論文誌

日本情報経営学会誌

その他

4

4

3

3

3

3

3

3

3

3

117

2.2%

2.2%

1.7%

1.7%

1.7%

1.7%

1.7%

1.7%

1.7%

1.7%

65.0%

掲 載 誌 総 数 は118誌 あ り,1論 文 の みが掲 載

され た雑 誌 は87誌 あ った。

1

2

3

3

3

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

4

表13.雑 誌 タイ トル別掲載論文数

(雑誌記事索引)

雑誌名

教育 科 学 セ ミナ リー.

Journal of library and

information science/愛 知 淑 徳

大 学 図 書 館 情 報 学 会 編.

INSS journal : Journal of the

Institute of Nuclear Safety

System/原 子 力 安 全 シ ス テ ム

研 究 所 編.

心理科学.

心理学評論.

教育学研究.

教授研究/
「教授研究」編集委員会 編.

研究紀要/奈 良佐保短期大学 編.

常葉学園短期大学紀要.

大阪教育大学紀要.
第5部 門,教 科教育.

電子情報通信学会技術研究報告:
信学校報

東北学院大学論集.人 間・言語・情報.

日本教育工学会研究報告集.

日本教育工学会論文誌/日 本教
育工学会 編.

日本情報経営学会誌.

認知科学/日 本認知科学会 編.

その他

論文数

6

4

3

3

3

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

2

66

割合

5.6%

3.7%

2.8%

2.8%

2.8%

1.9%

1.9%

1.9%

1.9%

1.9%

1.9%

1.9%

1.9%

1.9%

1.9%

1.9%

61.7%

掲載誌総数 は82誌 あ り,1論 文 のみが掲載 さ

れた雑誌 は66誌 あ った。

国内で発表 され た活動理論 に関す る論文を掲

載 して いる雑誌 は,も っとも多 い教育科学 セ ミ
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ナ リーです ら検索結果数 の1割 に満 たない掲載

数であ り,主 要 な雑誌 を特定す ることはで きな

か った。

(2)図 書館情報学

2.5Publication Type

(1)心 理 学 ・教 育学

図11.Publication Type別 論 文 数(LISTA)

LISTAで 検 索 さ れ た 論 文 の 中 に はBook

ReviewやCase Studyも 見 られ たが,LISAで

検 索 さ れ た46文 献 す べ て のPublication Type

はJournal Articleだ った 。

図 9.Publication Type別 論 文 数(PsycINFO)

図10.Publication Type別 論 文 数(ERIC)

PsycINFOの 検 索 結 果 か ら は,Journal

Articleの ほ か,CommentやReview-Bookも

含 ま れ て い た 。EricはJournal Articlesを

Reports-Research, Reports-Evaluative,

Reports-Descriptive, Opinion Papersに 細

分 し て い る 。 ま た,Information Analyses文

献 に つ い て は,Journal Articlesの 表 記 よ り も

先 にInformation Analysesで あ る こ と を 明 示

し て い る 。 検 索 結 果 は す べ てJournal Articles

だ っ た が,細 分 さ れ た タ イ プ 別 で は,調 査 文 献,

評 価 文 献,記 述 的 文 献 の 順 に 多 く見 ら れ た 。

(3)国 内文献

CiNii Articlesの 検 索 結 果 に は,各 種 コー ド

の ひ とつ と して 「資料 種別 」 が付 与 され て い る

た め,そ れ を図12に 示 した。 しか し,次 の2点

にお いて不 完全 な デ ー タで あ る。

(1)今 回検索 され た結果 の うち半数 以 上 の論

文 に付与 され て い ない

(2)資 料 種別 の説 明 と して,ヘ ル プ に記載 さ

れ て い るの は 「論文 の種別 」 で あ る とい

う こ とだ け で あ り,Publication Type

を示 す の か につ いて明 らかで はな い

国 内文献 につ いて文 献 タイ プを調 べ るため に

は個 別 の文 献 を調 べ る必要 が あ り,課 題 を残 し

た。

図12.論 文 の 資 料 種 別(CiNii Articles)

－58－



【研究 ノー ト】活動理論 に関す る論文展望:学 校図書館活動へ の応用 に向け

国 立 国 会 図 書 館 に よ る 雑 誌 記 事 索 引 で は

Publication Typeに 関 す る項 目が な い た め,

Publication Typeに よ る結 果 を示 す こ とが で

きなか った。雑 誌記 事 索 引 は さまざ まな領域 の

文献 を収 集 したデ ー タベ ースで あ り,分 野 によ

り異 な りの あ るPublication Typeに 対 応 す る

項 目を付 与 しに くい とい う問題 が あ るた めだ ろ

う と思 わ れ る。

ひ とつの論 文 に対 し,複 数 の分類が付与 されて

いるもの もあ り,論 文総数101件 に対 し,114の

分類が付与 されて いた。 国内で発行 され た活動

理論 を扱 った文献 の主要領域 は教育,心 理学で

あるとい うことと,多 分野 にまたが り活動理論

が応用 されていることを確認す ることがで きた。

3.学 校図書館活動への活動理論の応用

2.6国 内文献の掲載雑誌

国立 国会 図書 館 の雑 誌 記事 索 引で はPublicat

ion Typeに よ る論 文 傾 向 を見 る こ と はで きな

か ったが,「 雑誌 分 類」 が付 与 され て お り,活

動 理論(AT)を 扱 った文 献 の 「雑 誌 分 類 」 は

次 の表 の とお りで あ った。

表14.AT論 文 の掲載雑誌分類(雑 誌記事索引)

国立国会図書館 雑誌分類

ZF1教 育

ZV1一 般学術誌 ・大学紀要

ZS2心 理学

ZM13科 学技術 －科学技術一般 －データ処理 ・

計算機

ZE1社 会 ・労働 －社会科学 ・社会思想 ・社会学

ZU8図 書 館 ・ドキ ュ メ ンテ ー シ ョ ン・文 書館

ZD11経 済 －経済学

ZD23経 済 －企業 ・経営

ZD25経 済 －企業 ・経営 －経営管理

ZK21言 語 ・文学

ZK22言 語 ・文学 － 日本語 ・日本文学

ZN33電 気工学 ・電気機械工業 －電子工学 ・
電気通信

ZN36原 子 力工学 ・工業

ZE5社 会 ・労働 －社会問題 ・社会保障

ZF9教 育 －各科教育

ZH2哲 学 ・宗教 －哲学

ZS47医 学 －治療 医学 ・看護学 ・漢方医学

ZA11政 治 ・法律 ・行政

ZK31言 語 ・文学 －外国語 ・外国文学

ZM2科 学技術－科学技術一般－大学 ・研究
所 ・学会紀要

ZM11科 学技術－科学技術一般－制御工学

ZN11機 械工学 ・工業

合計

論文数

29

19

13

10

5

4

3

3

3

3

3

3

3

2

2

2

2

1

1

1

1

1

114

図書 館 情報 学 分野 の主 要 な デー タベ ー スで あ

るLISA,LISTAか ら検 索 で きた論 文 数 の推 移

か らは,2007年 に活動 理 論 を応 用 した研究 が他

の年 と比 べ突 出 して い た。 この 中 に は,学 校 図

書 館 を対 象 と して活動 理 論 を応 用 した研究 と し

て,シ ア トルの教育 改革 の中 で,学 校 図書 館 を

対 象 と して 活動 理 論 を応 用 した論 文(Meyers,

2007)が 含 まれて い る。 学 校 図書館 活動 に活動

理 論 を応 用 した研究論 文 は ほか に該 当が な く,

Meyersの 研 究 を先 行 事 例 と して3.1で 紹 介

す る。

さ らに,2011年 に国 際 図書 館 連 盟(IFLA)

刊 行 物 と して 出版 され たGlobal Perspectives

On School Librariesで 取 り上 げ られ た,フ ィ

ンラ ン ドオ ール市 の学 校 運 営文 化 改革 に学 校 図

書 館 が用 い られ たEevaら の実 践 研 究 につ いて

3.2で 紹介 す る。学 校 図書館 へ の活動 理 論応

用 例 は いまだ数 が少 な く,貴 重 な先 行 研究 で あ

る。

3.1.Meyersの 研 究11)

(1)は じめ に

Meyersは,学 校 図 書 館 実 践 者 を 悩 ま せ る 問

題 の ひ とつ は,実 践 に理 論 を応 用 す る こ とで あ

る と述 べ,学 校 図 書 館 の実 践 を 調 べ る た め に活

動 理 論 に よ る ア プ ロ ー チ を 提 案 した。Meyers

は 米 国 シ ア トル で 行 わ れ て い たSmall High

School Libraries Project(小 規 模 高 等 学 校 図

書 館 プ ロ ジ ェ ク ト)へ の関 わ りか ら研 究 を 開 始

した。Small High School Libraries Project
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は,教 育 の構造 改 革 ・カ リキ ュ ラム改革 が行 わ

れ る中で の 中等 学 校 図書館 の3年 が か りの調 査

で,米 国 ワ シ ン トン州 で最 も大 きな都 市 で あ る

シ ア トル で 地 域 を 別 に す る6人 のTeacher

Librarian(以 下TL)が 関 わ った。 改 革 に よ っ

て,800人 か ら2000人 の生 徒 を擁 す る総 合 制 高

等 学校(9学 年 か ら12学 年)は,生 徒 数400人

以下 の 自律 的 な高 等学 校(autonomous academ

ies)ま た は 「小 規 模 校 」(small schools)に 細

分 され た 。Small schoolが 支 持 す る教 授 ア プ

ローチ は,生 徒 の質 問 を促 し,生 徒一 人 ひ と り

の要 求 を満 たす た め に個 々人 に合 わせ て指導 す

る こと,自 主 的 な探求 に焦 点 を当 て た柔 軟 なカ

リキ ュ ラムを持 つ こ と,な どで あ る。 このプ

ロ ジェ ク トが 開始 され る以 前 に は,図 書 館情 報

サ ー ビス,図 書 館 の シス テ ムや リソー ス,TL

の役 割,あ るい は効果 的 ・効 率 的 に図書 館情 報

環境 を配 置す る方 法 に対 す る要求 は無視 され て

きた。 しか し,効 果 的 な図書 館 と情報 サ ー ビス

は,small schoolの 生 徒 の教 育 を成功 させ るた

め に不 可欠 で あ る とい う仮 説 か ら研 究 は行 わ れ

た。

(2)研 究 方 法

活 動 理 論(activity theory)と 発 達 的 ワ ー ク リ

サ ー チ(Developmental Work Research)を 理

論 枠 組 み と して 採 用 した。 この論 文 で 使 わ れ て

い る活 動 理 論 は,文 化 歴 史 活 動 理 論(Cultural

Historical Activity Theory)の こ と で あ り,

ヘ ル シ ンキ大学 のYrjö Engeström の研 究 と,

彼 の 発 達 的 ワ ー ク リ サ ー チ(Developmental

Work Research:DWR)プ ロ グ ラ ム に 基 づ い

て い る。 この研 究 ア プ ロ ー チ の3つ の鍵 と な る

概 念 は,活 動 シス テ ム(activity system),対 立

(contradiction),拡 張 的 学 習(expansive learni

ng)で あ る。

説 明 の た め の枠 組 み と して の活 動 理 論 の威 力

は対 立 と い う概 念 に あ る。 対 立 は,新 しい考 え

方 ま た は や り方 が,こ れ ま で の あ る い は現 在 の

正 当 と され る考 え 方 ま た は や り方 と衝 突 す る と

きに生 じ,そ れ らは互 い の要 素 の 内部 で,要 素

間 で,あ るい は活動 間で起 こり,シ ス テム内 の

緊 張関係 を引 き起 こす。

Engeström (1987 1991)は,活 動 シ ス テ ム の

変 更 へ の 出発 点(跳 躍 台springboard)と して 役

に立 つ,対 立 を使 った実践(こ れ を拡 張 的学 習

と呼ぶ)に つ いて説 明 して い る。 こ こで は,対

立 を マ イ ナス の結 果 とみ な さず,む しろ実践 や

サ ー ビスの革新 や改善 に対 す る潜 在 的推 進力 を

提供 す る もの と して考 えて い る。

研究 チームは,最 初 の14か 月の間にイ ンタビュー

と観 察 を行 った。 多 くの対 立 や緊 張 関係 を確 認

す る の に は 「トラ ブ ル の エ ス ノ グ ラ フ ィ

(ethnography of trouble)」 と呼 ぶ 方 法 が 役

に立 った。 これ らの実 証 的 な研究 は,改 革 プ ロ

セ スの歴 史 的分 析 と結 合 して,地 方 的 な面 だ け

で な くよ り広 い次 元 で も,図 書館 活動 に影響 を

与 え るた め の装 置(instruments)を 開 発 す る助

け とな る。

デー タは,管 理者,図 書 館 員,担 任 教 師 との

イ ンタ ビューか ら得 られ た。 同 じ図書 館 員 と担

任教 師 を観 察 す るの に100時 間以 上 を費 や した。

デ ー タは24ヶ 月 間 に渡 って集 め られ,2学 年 に

渡 った。 現 場 は,米 国 ワ シ ン トン州地 区 の最 も

大 きな都 市 で あ る シア トルの6つ の学 校 図書 館

で あ り,い ろ い ろな生 徒 と コ ミュニ テ ィのサ ン

プ ルが得 られ た。

TL(計18回),管 理 者(計18回),担 任 教 師

(計57回)へ の徹 底 的 な イ ンタ ビューが,図 書

館活 動 の様 々 な展 望 を理解 す るため に必 要 だ っ

た。

同 じ図 書 館 活 動 に関 して担 任 教 師 とTL双 方

の展 望 を得 るため に共 同 イ ンタ ビューが企画 さ

れ た。 これ らは二 日間 の観 察 の中で行 われ,次

の疑 問 が 明 らか にな った:図 書館 資 源 の利用;

TLと の協 働 活 動;学 校 カ リキ ュ ラムの 中で の

TLの 役 割 と図 書 館 の役 割 につ い て の認 識 。 こ

れ らの正 式 に予 定 され た デ ー タの収集 活 動 に加

え,研 究 チ ー ム は定 期 的 にe-mailで,あ る い は
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直接会 ってTLと 連絡 を取 った。

集 め られたデータは,研 究 チームによって繰

り返 して分析 され,学 校改革 と個 々の調査現場

の歴史的分析 と結合 した。歴史的な調査 は,そ

の地方 の状況 と学校 図書館 ・教育改革 のよ り幅

広 い領域の再検討 を含んでいた。各学校 の事例

研究 は,全6校 を横 断す る傾向を表すために異

なるデー タソース間で軸 をなす主題 を コーデ ィ

ングし,組 み立 て られた。

(3)行 為のモデル化:学 校改革の実証的な調査

文化歴史活動理論 の枠組 みは,図 書館実践 の

妨害,革 新,日 常業務 とい った意味 を理解す る

のに用 いることがで きる。 しか し,重 要 なの は

既存の学校図書館実践を理解す ることで はな く,

生徒 と教師の要求 を満 たすために実践者が行 う

仕事 を研究者が どのように変更 し改善 す るのか

が問題である。問題 はどのように学校図書館が,

学校 ・地 区 ・国家 の各 レベルでの教育方針 と教

育実践 に関わ ってい くのか,ど のよ うに学校図

書館 は,生 徒 の学 習 の ダイ ナ ミックな仲介 者

(agent)と して,時 代 の変化 に対処で きるか と

い うことであ る。

学校図書館での学習 は,単 に特定 の領域の知

識 を得 るとい った個 々の生徒 の問題で はな く,

む しろ学習 とい うコ ンテ クス トの中に存在す る

規則,役 割,ツ ールに依存す る文化的実践の発

展であ る。すべての活動理論的なアプローチは,

この認識論 の立場 に同意す るが,文 化歴史活動

理論が学習領域 に適応 され る時 には二 つの方法

が ある(Blackler1995)。 その一つ 目は,協 働活

動への参加 を通 して,彼 らの実践 の共通理解 を

個 人 が 発 達 させ る方 法 に 焦 点 を 置 く(例

Hakkarainen 1999;Lee 2003)。 二つ 目は,グ

ループ活動が どのよ うに考 え られ,そ の後 に彼

らが アクセスす る社会的,物 質的,知 的資源 に

よ ってどのよ うに条件付 け られ るのか に焦点 を

置 く(例 Bellamy 1996; Engeström et al.

2002;Miettinen 1999)。 こ こ で 詳 述 す る実 証

的 な調 査 は,こ の理 論 の後 者 の解 釈 に基 づ く。

(4)一 般 的 なTLの 活動 モデ ル

活 動 システ ムに位 置 づ け られ た性質 は,そ れ

らが,歴 史 的 に発展 し条件 付 され た実 践 に根 ざ

して い る ことを示 す。学 校 内で のTLの 地 位 と,

学 習 に お け る図書館 の役割 は,歴 史 的 な構 成 に

よ る もので あ る。学 校 図書 館学 の文献 か ら少 し

例 を挙 げれ ば,TLは,協 力 者(collaborator),

教 育 コ ンサ ル タ ン ト,変 化 を起 こす仲介 者(cha

nge agent)で あ る と い った 理 想 と され る役 割

の提 案 にあふ れ て い るが,概 念 上 の専 門 的 な役

割 の解 釈 にお いて十 分 で はな い。Information

Powerガ イ ドラ イ ンと以 降 の 改訂 で あ るInfor

mation Power: Building Partnerships for

Learning(AASL/AECT 1998)は,多 数 の,

時 に衝突 す る学 校 図書 館専 門職 の責任 を きちん

と位 置 づ けて い る。TLが これ らの異 な る役 割

を なん とか こなす ことがで きた と して も,教 師,

生 徒,管 理 者 はTLの 役割 と して ま った く異 な っ

た 認 識 を 持 っ て い る か も しれ な い(Hartzell

2002; McCracken 2001; Meyers et al. 2006;

Nakamura 2000; Newell 2004)。TLの 仕 事 に

は理 論 と実 践 の間 に対 立 が存在 す るの で あ る。

質 的 な デ ー タ分 析 の は じめ に,TLが 説 明 し

た彼 らの実 践 の方法 と観察 され た活動 の間 に対

立 が現 れ た。 さ らに,あ る もの は学校 再編 成 の

結 果 と して,他 の もの は改 革以 前 の長 い間,潜

在 的 に存 在 す る もの と して,い くつ か の緊張 関

係 が明 らか に な った。 研究 チ ー ムは,共 通 の主

題 を確認 し,そ れ ぞ れ の参 加現 場 で程 度 は異 な

るにせ よ共 通 の問題 が存在 す る ことが明 らか に

な った。

・図書館 員 は,戦 略 的 に考 えず,ま た活動 も し

て い なか った。

・TLは ,他 の 図書 館 員 か ら孤 立 し,教 師 や 管

理 者 か ら誤解 され る と感 じた。

・教 師 と管 理 者 は,学 校 でTLが 果 たす役 割 を

十 分 に把 握 して いなか った。

・TLが ,図 書 館 プ ロ グ ラ ムを担 当 して い る と

感 じた程 度 は,彼 らが建 物 の中で影 響 力 が あ
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る と感 じた程 度 を反 映 した。

これ らの課題 を引 き出 し,実 践 の輪郭 を描 く

た め に,研 究 チ ーム は,活 動 システ ム に基 づ く

図書 館 活動 の一 般 的 な モ デル を考 案 した。

(5)介 入:協 力的 に拡張 の装置 を設計す ること

最 初 の デ ー タ収 集 期 間 で あ る2005年 春 のTL

との会話 は,研 究 チー ムに,共 同 の支援 構造 が,

変化 して い る環 境 に彼 らが うま く適応 す るの を

支援 す るか も しれ な い と思 わせ た。研 究者 たち

は,参 加 して い る6名 のTL,4名 の研 究 チ ー

ム メ ンバ ー,近 くの学 区 か ら学 校 改革 の専 門家

1名 との公 式 の会 議 を計 画 し,準 備 した。 この

成 功 裡 に終 わ っ た 最 初 の会 議 は,そ の 後,

Research Conversationsと 呼 ぶ,お よ そ3ヵ

月 間隔 で行 われ た一 連 の6日 間 の ワー ク シ ョッ

プ に発 展 した。 そ の結 果,次 の一 連 の 目標 が優

先事 項 と して現 れ た。

・自己知 識:TLが 自分 自身 の実 践 とア イ デ ン

テ ィテ ィの よ りよ い理解 を得 る こ と。

・文 脈 上 の知 識:TLが 自分 の コ ンテ クス トの

よ り深 い意 味 とプ ログ ラムの重 要 な利 害 関係

者 を得 る こ と。

・人 を鼓 舞 す る実 践:TLに ,分 担,議 論,プ

レゼ ンテー シ ョンを通 して図書 館 の使 命 の異

な る解 釈 を知 る機 会 を与 え る こと。

・一 列 に並 べ る実 践:TLと 図書 館 の使 命 を学

校 コ ミュニ テ ィの要 求 と一 列 に並 べ るた めに

調 整 す る こ と。

・使 命 とアイ デ ンテ ィテ ィの伝達:新 しい使 命

を計 画 して,学 校 コ ミュニ テ ィの補 足 的 な実

践 を行 うこ と。

これ らの会議 を通 して共 同で構 築 され る目標

を達成 す るため の手 段 は,研 究 チ ームが作成 し,

Research ConversationsでTLに 示 され た一 連

の拡 張 的 装 置(expansive instruments)の 形 と

な った。

表15.調 査方法 と装置 ・拡張的方法

拡張的方法論

1.現 在 の活動 と

障害 を記 述す る

こと

2.対 立 を分析 し

て,モ デル化 す

ること

3.活 動か ら新 し

いモ デルを造 る

こと

4.活 動 の新 しい
パ ター ンを実 行

すること

5.活 動 の新 しい

モデ ル とパ ター

ンを評 価 す る こ

と

研究方法

観察,イ ンタビュー,

文書 分析

反復的な分析。

活動の一般的で
特定のモデル。
RC

Research

Conversations

個 々 の実 践 者 の

サ イ ト訪 問 電

子 メ ール,リ ス

トサ ー ブ,ウ ェ

ブサイ ト

観察,イ ンタビュー,

文書 分析

拡張装置

反省的インタビュー。

支援の輪

「もしも?」 シ

ナ リオ。 時 間管

理調査

学生調査。顧問
委員会

10週間の報告

表15は,調 査 の概要 を示 し,拡 張的学 習サイ

クルの5つ のステ ップを,使 用 され た調査方法

と,新 しい専門的 な実践を促進す るために立案

された拡大装置 とを併せて並 べた もので ある。

これ らの装 置(instruments)の 全 て が成 功 して

いたわけではない し,一 般的 に適用 され たわけ

で もない点 に留意 す る必要が ある。研究 チーム

が これ ら全ての装置を通 して貫 き通そ うと した

糸 は,図 書館活動 の対象 としての生徒 の学習 に

関す る概念であ り,学 校の教育使命 に貢献 す る

戦略的 な活動 に努 力を集 中 させた。

(6)議 論:新 しい図書館実践 を作 り出すため

に文化歴史活動理論 を用 い ること

文化歴史活動理論 は,実 践 の革新 を促進 す る

潜在性 を持つ,変 化 のモデルであ る。対立 を確

認す ることは,診 断の役 に立つ。学 び,成 長す

るために,こ れ らの診断 は,世 界 の見方 を作 り

上 げる文脈 の中で行 われな ければな らない。発

達的 ワーク リサーチの限界 の一つは,新 しいワー

ク実践 を取 り入れ る必要 を認識 して いる実践者

に依存 していることである。 これはまた,こ の

アプローチの重要 な長所で もあ り,新 しい実践

の採用 は,相 互 に組 み立て られ,協 議的で,そ

の解決 は,最 も大 きく,長 く続 く利益 を生 み出
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す もので あ る。

研 究 チ ー ム は,研 究 の 中 で,TLの 間 で活 動

変容 とまで はいか な いが,態 度 の変化 に関 す る

証拠 をす で に確 認 して い る。 公式 ま た は非公 式

に全 て の人 が,こ の調 査 に参 加 して,自 分 たち

の実 践 に対 して よ り用 意周 到 に,意 図 的 に,ま

た は思 慮深 くな った と意 見 を述 べ て い る。

(7)将 来 の研 究 へ の影響

本 論 文 は,こ れ らの改革 の状況 で立 案 され た

解決 が す べて の学校 図書館 プ ログ ラム に一般 化

で きる こ とを示 唆 しな い。 む しろ,分 析 と同僚

との協 働 を通 して設 計 され た解決 方 法 の再現 を

望 む。 この プ ロ ジェク トにお け る次 の ステ ップ

は,TLが 利 用 す る活 動 理 論 ツー ル キ ッ トの構

想 で あ る。 この ツール キ ッ トは ワー ク シ ョップ

を通 して広 め られ,実 践 モデ ル コ ミュニテ ィに

よ っ て 専 門 的 な 発 展 が 促 進 さ れ る だ ろ う

(Wenger 1998)。

活 動 理論 の ツールキ ッ トは,新 しい概 念 で は

な く,む しろ,Laboratory of Comparative

Human Cognition(比 較 人 間認 識 実験 室:LC

HC)で のMichael Coleの 先 駆 的 な研 究 に当

て は ま る(Cole 1996; Brown & Cole 2002)。

彼 の第 五次 元 プ ロ グ ラムを立 案 す る際 に,Cole

と彼 の研究 チ ー ムは,文 化 歴 史活 動理 論 を,危

機 に直 面 して い る若 者(at-risk youth)を 対 象

と した,彼 らの介 入 と介入 プ ログ ラムを導 く原

則 と して用 いて い る。 この ツール キ ッ トの概 念

を図書 館実 践者 に拡 張 す る ことによ って,厳 し

い,科 学 に基 づ い た,社 会 文 化 的視点 に位 置づ

け られ る活 動研 究 指針 を通 して彼 らの実 践 を調

査 し改善 で き るよ うにな るだ ろ う。 活動 理論 的

な アプ ローチ は,文 化 的 な実 践 に根 ざ した状 態

に あ る活動 と して,図 書館 プ ログ ラム,若 者 の

情報 探 索活 動,生 徒 の学 習 に関 す る研 究 の新 し

い可 能性 を開 く。 文化 歴史 的活動 理論 は,新 し

い実 践 を モデ ル化 して立案 す るの に用 い る こと

が で き る。 活動 シス テ ムの概 念 の 中で 図書館 プ

ロセス の複 数次 元 の統 合 は,よ り生産 的 な相 互

作用 や よ り大 きな達成 を促 進 す るた めの変化 を

導 く展望 に向 か って動 くだ ろ う。

3.2.Eevaら の 研 究12)

(1)序 論

フ ィ ンラ ン ドで は学 校 図書 館活 動 は義 務 的 で

はな い ため,学 校 図書 館 に は質 の ば らつ きが あ

る。 フ ィ ンラ ン ド公 共図書館 政策2015(教 育局,

2009年)で は,学 校 図書館 を持 たな い学 校 と公

共 図書館 との財 政 的 な契約 の必要 性 が強 調 され

て い る。 これ は,子 ど もの学 習 と文献 の利用 と

い う同 じ使 命 を もちなが ら,公 共 図書 館 と学 校

との協 力 が政策 的 な意 思 に左 右 され るとい うこ

とを意 味 す る。 フ ィ ンラ ン ドは 「楽 しむ ため に

読 書 をす る こ と」 に関 してPISAの 評 価 が 良 い

こ とで知 られ るが,そ の評 価 は2000年 か ら2009

年 にか けて低 下 して い る(OECD,2010)。 図

書館 サ ー ビス を導 入 し,子 ど もが利 用 す る こと

ので きる学 校 が少 な い とい う事実 は,子 ど もた

ちへ の平 等 を欠 い て い る。 この点 にお いて,学

校 図書館 は リテ ラシー教育 の ため の重 要 な役 割

を持 って い る。 さ らに,国 際 的 な学校 図書館 宣

言(「 す べ て の学 校 に図書 館 を」2010)で は専

門職 の図書 館 員 の配 置 され た図書 館設 置 の重 要

性 が強 く主 張 され て い る。

質 の高 い フ ィ ンラ ン ドの教員養成 で あ って も,

2000年 代 の 教 員 養 成 の 中 に は 情 報 通 信 技 術

(ICT)が 含 まれ て いなか った。2000年 か ら200

4年 の フ ィ ンラ ン ド教 育 ・訓 練 ・研 究 に関 す る

国 家 戦 略(Ministry of Education, 1999)の

中 で は,5人 に一 人 しか高 い水 準 でICTを 使 っ

て教 授 で き る教 員 が お らず,一 方 で3分 の2の

教員 が 自分 た ちの教育 学 的 ・技術 的 な情 報技 術

能力 は不 十 分 で あ る と考 え て い た こ とが報告 さ

れ て い る。 これ は,生 徒 たち に平 等 な機 会 を提

供 して いな い ことを意 味 す る。 オ ー ル市 で行 わ

れ たい くつか の実 態調 査 か ら学校 図書 館 の状 態

が良 くな い ことは明 らか で あ る(Ahola,1997;

Lojo;ajt & Lumiaho, 2002)。 市 立 図書 館 と教

育課 の間 で は図書 館指 導 に係 る協 力 費 の折半 の

同意 が うま くいかず,困 難 をか か えて いた。 こ
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の間 に,校 長 と教員 は,現 代 の学校図書館 に活

用可能性 がある こと,ICTを 学習過程 に統合 し

強化す るための情報 スキル教育 に可能性が ある

ことに気付 いた。総合的 な文化変革 という考 え

方 は,「 情 報社会 にお ける学校 図書館(SLI)」

プ ロジェク トの中心的な考 え方であ る。

2002年 か ら2009年 に亘 る長期的な追跡調査 の

全体 的狙 い は,活 動理論 (Engeström,1987)

を使 って学 校運 営 文化 を概 念 化 し,学 校 運営 文

化 に反 映 され た教 師 の教育 学 的実 践 にお け る潜

在 的変 化 へ の理 解 を深 め る ことで あ る。 この論

文 の 目的 は活動 理 論 の構成 要 素 にお け る共 同研

究 の さま ざま な側 面 に焦点 を 当て,こ れ らの変

化 とそれ ぞれ の変 更 が持続 可 能 か ど うか を明 ら

か にす る ことで あ る。

(2)学 校 運営 文 化

(School's Operational Culture)

文 化 の概 念 に は さまざ まな意 味が 含 まれ る。

学校環境 にお いて は,文 化 は 「人 々が共 に働 き,

問題 を解決 し,課 題 に直面 しなが ら,時 代 を通

して確 立 され て きた規 範,価 値,信 念,伝 統,

儀 式 を 下 支 え す る流 れ 」 と 定 義 さ れ て き た

(Peterson & Deal, 1998, p.27)。 ま た,基 礎

教 育 に 関 す る 学 習 指 導 要 領National Core

Curriculum for Basic Education(NCCBE)

(フ ィ ンラ ン ド全 国 教 育 局,2004年)は,学 校

運営 文 化 は,価 値,原 則,学 業 の質 に関す る基

準 の他,学 校 の公 式,非 公 式 の規 則 のすべ て,

運用 ・行動 モ デル を包 括 す る こ とを強調 して い

る。 この文 化 は学 校 か ら社 会 全体 まで のす べ て

の レベ ルで の協 力 をサ ポー トす る。 それ故,学

校運 営 文化 は,可 視性,可 聴 性 が あ り,調 べ る

こ とので きる学 校 文化 の実 体 の明示 とみ なす こ

と が で き る(Finnish National Board of

Education, 2004; Maslowski, 2002)。Limber

y(2002)に よ れ ば,学 校 文 化 が 作 られ る次 元 は

①教 師,② 学生,③ 教 室,④ 教材,⑤ 指 導法,

⑥質 問 の性 質,⑦ 校長 の協 力 的態 度 で あ る。

これ らの定義 と考察 事項 を要約 す る と,次 の

よ うにま とめ られ る。 学校 の運営 文 化 は学習,

指導法,学 校環境,共 同作業実践 の概念 を統合

した ものであ る。 フィンラン ドで は,地 方のカ

リキュラムを計画す るため に教員 の共 同 とチー

ム組織 を立 ち上 げ る必要性 を求めて いる。 これ

は教師が一人で仕事をす る伝統的な学校文化 に

代わ るもので あると考 え られ る。 これ まではこ

の種 の共有努力 は学校で はな く企業 の職場でよ

く進 め られて きた戦略であ る(Holappa, 2007;

Karkkainen, 1999)。

(3)学 校 に運営文化 の活動理論 に基づ く分析

この事例調査で は,活 動理論 はSLIプ ロ ジェ

ク トを進めて い く中で,学 校運営文化 と教師た

ちの学習の確立 と持続可能性 を調べ る枠組み と

して採用 され た。活動理論 は学校運営文化の現

象 と学校 の教育学的実践 を変 えるための努力 を

理解 し,そ の構造 を知 るための枠組みである。

Engeström (2001)に よ る と,活 動 理 論 シ ス

テム内部 の ＜対立 ＞の存在 の確認 は活動 システ

ムの変化 と発展 のための先導原理で ある。それ

らは持続可能 な変化を実行す るための解決策 を

見つ けるためには決定的 に重要 な要因である。

活動理論 は一般的 に,職 場 の学習 を調べ るた

め に 使 わ れ て い る理 論 で あ る。 しか し,

Spasser(1999)は 活動理論 を有望 な新 しいアプ

ロ ー チ と して 情 報 学 に も導 入 して い る。

Engeström に よ るオ リ ジナ ル な モ デ ル は この

事例 調 査 の活動 シス テム を概 略 す るため に応 用

され た。 ここで は これ を ＜学 校運 営 文化 ＞ と呼

ぶ ことにす る。

モデ ル は次 の手 順 に従 って実行 され た。教 師

た ち と校 長 た ち は今 の教育 を改良 す るた め に一

緒 に働 く活 動 シス テ ムの ＜ 主 体(subject)＞ で

あ る。 コ ミュニ テ ィは学校 と学校 に最 も関心 を

寄 せ て い る利益 集 団(圧 力団 体)で あ る。規 則

(rules)に は成 文 化 され た規 則 だ けで な く暗黙

の規 則(た とえ ば カ リキ ュ ラム と時 間割)も 含

ま れ る。 分 業(division of labor)は 学 校 運

営文 化 で最 も重 要 な役 割 を持 って い る。 ツール

(tool)は 教 育 過 程 で の変 化 と最 も密 接 に関 係

す る。 例 え ば 資 料 と設 備 を 持 つ学 校 図書 館,

－64－



【研究 ノー ト】活動理論 に関す る論文展望:学 校図書館活動への応用 に向け

ICT,指 導法,情 報 リテ ラ シーを教 え るモデ ル,

さまざ まな種類 の練 習 と学 習 課題 で あ る。現 代

学校 図 書館 とその教 育 学 的利 用 とい う発 想 は変

化 の た めの新 しい ツー ルで あ り,SLIプ ロ ジェ

ク ト中 とそ の後 に指導 法 の発 展 を築 いて い る。

指 導 過 程 が 変 化 を 推 し進 め る 上 で の 対 象

(object)で あ る。

(4)事 例 研究

フ ィ ン ラ ン ドオ ー ル市 のSLIプ ロ ジェ ク トは

学校 運 営文 化 と情 報収 集方 法 を変 え るた め に創

設 され た。 す なわ ち,情 報 社 会 の要 求 に応 え ら

れ る教 育改 革 の実行 で あ る。 その た め には これ

までの指 導法 と学 習法 を変 え な くて はな らない。

変化 の ため の ツール は現代 学 校 図書 館 の設 置 で

あ る。 プ ロ ジェク トの運営 グル ープ は学 校 図書

館計 画 を持 つ各 学校 か らの応 募 を求 めた。25の

申 し込 みの 中か ら14の 研究 校(小 学校11校,中

学校3校)が2002-2009年 の プ ロ ジェク トの ため

に選 ばれ た。 オ ール市 の学校 総数 は50校 であ る。

SLIプ ロ ジェ ク ト計 画 は教 師 た ち に非 公 式 な 当

た り前 の運 営文 化 に気 をつ けなが ら働 くよ う指

示 した。 プ ロジェク トスタ ッフの構成 は コーデ ィ

ネ ー ターが1人,情 報 ス ペ シ ャ リス トが1～2

人 で あ る。 プ ロ ジェク トに関 わ る教 師 の超過 労

働 時間 は14校 全 体 で5500時 間 だ った。 プ ロ ジェ

ク トの会議 に積 極 的 に参加 した教 師 と14名 の校

長 を含 む学 校 チ ーム数 は40だ った。 彼 らは熱 心

に この企画 に取 り組 ん だ。 小 学校 で は ク ラス担

任 が週 に1～2時 間,最 小 限 の資源 で学 校 図書

館 を運 営 した。

SLIプ ロ ジ ェ ク トの資 金 は欧州 地 域 開発 基 金

(European Regional Development Found:

ERDF)と コ ミュニ テ ィか ら,総 額70万 ユ ー ロ

の援 助 が あ った。調 査 期 間 は2年 半(2002年 春

か ら2004年 秋)だ った。支 出 の大 半 は人 件費,

備 品,デ ー タベ ース,学 校 図書館 に所蔵 す る新

資料 購 入費 だ った。

これ に加 えて,オ ール大学 で ＜学 習 ・研究 サ ー

ビス ＞ とい う教 員 訓練 用 の課 程 を立 ち上 げ た。

これ に費 や され た時 間 は40時 間(5週 間)で,

コース数 は2コ マで あ る。 しか し欧州 地 域 開発

基金 には教 員訓 練 費用 は含 まれ て い なか った。

これ らの資 金 は フ ィ ンラ ン ド教育 省 か ら提供 さ

れ た。 これ に よ って教 師 たち の能 力 は最 高水 準

に まで 到 達 した。 こ う して何 故 教 育 と学 習 に

ICTを 導 入 すべ きか の理 由 を全 員 が しっか り理

解 で き,共 有 す る こ とが で きた。 訓練 を受 けた

教 師 は学校 に戻 って デベ ロ ッパ ーの役 割 を果 し,

同僚 た ちの よ い手 本 とな って指導 ・訓 練 法 を提

供 した。

SLIプ ロ ジェ ク トが終 了 した とき,リ ソ ース

は最 小化 され た。情 報 ス ペ シャ リス トが一人,

デ ー タベ ース の保守 の み,運 営 グル ープ の ため

リソースが い くらか残 され た。 しか しなが ら,

オール市 のすべ ての学校 に学校図書館 ネ ッ トワー

クを強化 した い とい うこのプ ロ ジェ ク トは まだ

続 いて お り,2011年 に完成 す る予 定 で あ る。 プ

ロ ジェク トが技 術 的 に完成 す れ ば,つ ま り学 校

図書 館 に必 要 な機 器材 が整 備 され,目 録 が作 成

され たな ら,そ の ネ ッ トワー クに は50校 の約15,

500人 の生 徒 が平 等 に この機 会 を享 受 で き る は

ず で あ る。

事 例研 究 は教 師 の専 門 的 な達成 能 力 の現状 の

中 で教 育 と作業 実 践 にお け る変化 を理 解 す るの

に適 切 な アプ ローチで あ る。 特 に,調 査 者 が ほ

とん ど,あ るい は全 く制御 で きず,現 象 や文 脈

の境 界線 が不 明瞭 な状 況 の中で起 こ って い る出

来事 を調 べ るた め に有 効 で あ る(Yin,2009年)。

追跡 計 画 は,調 査 中 に11校 す べ て の学 校 で起 き

た潜 在 的 な変 化 の 識 別 を 可 能 にす る(Yin,

2003年)。

(5)分 析 結果

この事 例 調査 の追 跡 期 間 は約7年 で あ る。 こ

の調 査 で は多 面 的 調 査(triangulation)を 基

に,1～6年 生(年 齢7～12歳 の児童)を 含 む

11校 の 事 例 を 取 り扱 う。SLIプ ロ ジ ェ ク ト中

(2002-2004),学 校側 の開発 は教 師 と校長 によ っ

て,1年 ごとを基 本 と して報 告 され た。 この 中

に は学 習課 題 と,適 用 され た教授 ・学 習 法 の記

載 が含 まれて いた。 これ らの報告 書 は ここで は
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第 1デ ー タセ ッ トした。第2デ ー タセ ッ トは20

09年 に実施 され た,同 じ学 校 での教 師 と校長 か

ら構 成 され る11グ ル ープへ の面接 か らの デ ー タ

で あ る。

デ ー タはQSRNVivo,8,9を 使 って定 量 的 に分

析 さ れ た 。 デ ー タ セ ッ ト1の 試 験 的 分 析 は

StraussとCorbin(1999)に 従 って行 った。 オ ー

プ ン ・コー ドは次 の21の ノー ドを作成 した。 ①

変化,② オ ー ル市 立 図書館 との共 同,③ 学習 の

構 想,④ 対 立,⑤ カ リキ ュ ラ ム,⑥ 評 価,⑦

ICT,⑧ 情報 リテ ラ シー指 導,⑨ 学 習 タス ク,

⑩ 図書 館 スペ ー ス,⑪ 資料,⑫ 運 営 文化,⑬ 校

長 の役 割,⑭ 文学 読書,⑮ リソース,⑯ 学習 環

境 と して の学校 図書館,⑰ 学 校 図書 館 の教育 学

的役 割,⑱ 児童 ・生徒 との共 同,⑲ 教 師間 の共

同,⑳ 教 師 の教 育,21指 導 法 。

分析 の観点 か ら,軸 方 向 の選 択 的 な コー ド化 に

よ り,次 の よ うな最終 的 な カテ ゴ リーを作成 し

た。 ①運 営 文化,② 教 師 間 の共 同,③ 児 童 ・生

徒 間 の共 同,④ 公 共 図書館 との共 同,⑤ 情報 リ

テ ラ シー教 育,⑥ 指導(と 学 習)法,⑦ 学習 構

想,⑧ リソー ス,⑨ 変 化 を促 進 す る際 の対立 。

第1デ ー タセ ッ トは,プ ロ ジェク トの間 の教

師 たち の実 践 の記 述 か ら変 化 が あ るか ど うか を

見 つ け るため,グ ル ープ面 接 での テ ー マを見 つ

け るた め に分析 され た。 す べ ての学校 か ら校 長

と1～4人 の教 師が グル ープ面接 に参 加 した。

デ ー タセ ッ ト2で は この プ ロ ジェク トの発想 と

成果 は持続 可能 か,さ らに発 展 で き るか を分 析

した。

活 動 の対 象 ＜object＞ に関 連 す る活 動 理 論 の

4つ の構成 要素(分 業,規 則,ツ ー ル,コ ミュ

ニ テ ィ)は デ ー タセ ッ ト1 ,2を 分 析 す るた め

に採 用 され た。 ここで報告 す る結 果 は,協 働 と

い う観 点 に重点 を置 いて い る。協 働 は これ まで

の調 査 結果 に よれ ば成 果 をあ げ た学 習 にお いて

重要 な役割 を持 って い る。

(a)教 師 間 の協働

第1デ ー タセ ッ トの分析 の結果,SLIプ ロ ジェ

ク トは,共 同作 業 法 と情報 リテ ラ シーへ の理 解

を強化 してい ることが分か った。教師 は学校図

書館 の空間,所 蔵,教 科横断的 な学習課題の計

画を立て る際 に共同 していた。教師 たちは教員

室での相互交流 の雰囲気が大切だ と強調 した。

教師の協働 はまた,公 開学習環境 を整 えた とき

にあ らわれた。2009年 に,す べての学校が学校

図書館 を持 ち,原 則 として教室の ドアは常 に開

かれていることが強調 された。学校 のほとん ど

が柔軟性 のあ る時間割作 りか ら着手 した。45分

とい うこれまでの固定的 な授業時間 を廃止 し,

これ によ って児童 ・生徒 は誰か らも邪魔 されず

に自分 の勉強 に専念で きるようにな った。

学校6で は,教 員が初等教育で リノベー シ ョ

ンを実行 した。最初の学年 か ら自分 の学級を持

たず,担 任制 を敷かず,2～3人 の教員が同学

年集団全体 に責任 を負 うとい うものであ る。 こ

れ に対 して,子 どもは自分 自身の机 と先生を持

つべ きであ り,親 は子 どもの時間割 をきちん と

知 っているべ きだ とい う両親か らの猛烈 な抗議

が あ った。 しか し両親が教授 ・学習法の異な る

新 しい実践 に親 しむようになった時には,教 授 ・

学習法 の違 いは年齢 に合わせて いるので はな く,

子 ど もごとの成熟度 に基づいてお り,こ ういっ

た教育が疎外化 や弱 い者 い じめを防 ぐとい うこ

とを理解 した。

初期教育 において全 ての子 どもたちのために

多 くの教 師がかか わる とい う教育実践 は,SLI

プ ロ ジ ェク トに続 く 「これ か らの学校(the

School of the Future)」 プ ロジェク トで も踏

襲 され,発展 している。

(b)生 徒間の協働

「今年,私 たちの学校で目に見え るようになっ

た新 しい出来事 は,児 童 ・生徒が互 いに教えあ

うことです。 これは習慣的な実践 にな っていま

す(学 校1, 2009年 面接)。」

児童 ・生徒 たちの協働 は新 しい概念 を学ぶ際

に大 いに役立 った。仲間同士で概念 を説明 し合

う時,仲 間に分 か って もらえ る言葉 を考 えて使

う(学 校10, 2009年 面接)。 児童 ・生徒 は年齢

の枠 を超 えて協働す るが,普 通 は年長 の子 ど も
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が年 少 の子 ど もに教 え る場 合 が多 い。 児 童 ・生

徒 同 士 の 教 え 合 い は 「こ れ か ら の 学 校the

School of the Future」 プ ロ ジェ ク トに引 き

継 が れ,発 展 して い る。

(c)学 校 間 の協働 研 究

カ リキ ュ ラム刷新 の過 程 はSLIプ ロ ジェ ク ト

と同時 に行 われ た。 学 校 は協 力 し合 って,カ リ

キ ュ ラムの 目的 に合致 す るよ う段 階 的 な情報 ス

キ ルの指導 を計 画 した。 それ なの に教 師 は学 校

間 の協 働 にか な り批 判 的 だ った。 実質 的 な社 会

ネ ッ トワー クを互 い に持 たな い な らば良 い結 果

と は な らな い と い うの で あ る。 しか しな が ら

Teacher Librarian,公 共 図書 館 司書 と地 域 の

学校 との ミー テ ィ ングが い ろい ろな学 校 で 開か

れ た。 この ミー テ ィ ングで は学 校図書館 の開発,

新 しい教育 学 の知 見,所 蔵 の強化 につ いて扱 わ

れ,す べ て の学 校 で非 常 に役 に立 つ と考 え られ

た。

(d)オ ー ル市 立 図書 館 との協 働

公 共 図書 館 の相談 に関 す る役割 は,学 校 と競

合 す る もので はな く,協 働 ・考 え方 の共 有 に発

展 して い る。 イ ンタ ビューの 中で は次 の よ うな

報 告 が見 られ た。 「SLIプ ロ ジ ェ ク トの 中 で,

分館 との協 働 は生 き生 き と して い る。 私 た ち は

す べ て の ク ラスへ の図書館 利 用指 導 を計 画 して

い る。 カ リキ ュ ラム に発展 的 な作 業 を結 び付 け

るつ もりだ(School9, 2004年 報告)。」

オー ル市 立 図書 館 はオ ール の学 校 図書 館 とと

も に ＜図 書 館 小 道:Library Path＞ を企 画 し

て い る。 これ は図書 館 訪 問,い ろい ろな学年 へ

の情 報 探索 プ ログ ラム,ブ ック トー クを含 ん だ

もので あ る。 あ る分館 の司書 は,学 級 担 任 と一

緒 に学 校 図書館 で情 報 探索 を教 え るため に招 か

れ て い た。 新 しい協 働 実践 の 中で,オ ール市 立

図書 館 は校 区 の学校 図書館 ミー テ ィ ングに1学

期 に2度 参 加 して い る。

(e)市 の教育 課 との協働

SLIプ ロ ジェ ク トの後,す べ て の学 校 で利 用

で きるよ うに作 られ た学校 図書 館 ネ ッ トワー ク

に参 加 して い る学校 の所蔵 と新 しい資料 の 目録

を作成 す るために フル タイムの情報専門家が任

命 され た。 さ らに,教 育課 は学習資料 セ ンター

を同 じ建物内 に設置 した。 セ ンターには,学 校

が借 りる ことので きるさまざまな学習資料,文

学 シリーズがある。情報専門家 は所蔵管理やデー

タベースの利用 に際 しての現場 でのあ らゆる問

題 につ いて学校 を助 ける。教育課 はデー タベー

スの維 持 と4学 校区 の学 校図書 館間 の協働 を組

織 す ることに対 して責任を負 っている。

(6)議 論 と結論

SLIプ ロジェク トの効果 は教 師間,児 童 ・生

徒間,学 校 と市立図書館間,さ らに学校 とオー

ル市教育課 との協働実践 において多大 な影響 を

もた らした。 それ故,今 で は教 師が一人 で働 く

ことは普通 で はな く,教員室 には教育学 的会 話

が 自然 に交わ され る雰囲気が 出来上が った。 こ

れ らの変化 はSLIプ ロ ジェク トの効果 だ けで は

な く,教 職 の総合的な発展 とい うことができる。

リソースの問題 はまだ解決 されず に残 ってい

る。す なわち学校 図書館 に専門職 を持つ教諭司

書 の 配 置 で あ る 。 フ ル タ イ ム のteacher

librarianの 資金 を用意 す る ことので きる学 校

はない。 これが進 まない理 由についてある教師

は次 のよ うに述 べて いる。 「国 の教育委員会 は

財政援助 な しに新 しいカ リキュ ラムを通 して学

校 図書館発展の必要性 を喚起す るのは非常 に曖

昧である。学校図書館活動 は,単 なる想像 に基

づ いて行動す るエアーギ ターの演奏 とはわ けが

違 う(School7, 2004年)。 」 多 くの学 校 が学

校 図書館 とコンピュータの機能 の世話 をす るた

めに補助職員(学 校事務員や学校補佐)を 利用

していると報告 した。 しか し,フ ィンラ ン ドの

学校図書館 に教育学 的図書館員 を配置す る こと

以外 に持続可能 な解決策 はないので ある。

活動理論 によれ ば対立 は変化 と発達 に とって

決定的な役割を持 っている (Engeström,2001 )。
学校図書館 の提供す る新 しい教育学 的可能性 の

変化 に伴 ってICTの 開発 を求 める とき,SLIプ

ロジェク トは従来 の学校教育 ・教育方法 と,学

校 の他 の活動 に も変化 を強いる新 しい技術 との
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間 に対立 を生 んだ。 これ らの対立 はSLIプ ロ

ジェク トの出発点 に も見 られたが,計 画 の作成

と実践 において活動理論 を採用 しなか った。 こ

の制約 に拘 わ らず,活 動 システムモデル はこの

定量的追跡調査 においてデータ分析 の確固 たる

構造 を提供 した。

4.学 校図書館活動における活動理論の重要性

筆者 は これ まで,学 校図書館 は学習権保障の

場であ るとい う仮説の もと,学 校図書館 の制度

的 な側 面,学 校 図書 館法制 定 ・改正 の経 緯,

「人」 の問題等 につ いて考察 を行 って きた。 学

校図書館研究 の動 向 として,近 年 は学校図書館

で の活動報告 に留 ま らず,そ の活動 を分析す る

とい う研究面での発展がみ られ,学 校 図書館 を

対象 と した研究 や ＜学校図書館学 ＞について学

術的な進展がみ られるよ うにな った。

行政 の動 きと しては,2007年 に 「子 ど もの読

書サ ポー ターズ会議」が文部科学省 によって設

置 され,2年 間で11回 にわたる議論が行われた。

そ して,「 これか らの学校 図書館 の活用 のあ り

方等 につ いて」 の審議経過報告を2008年 に,最

終報告 を2009年 に発表 して いる13)。この子 ど も

の読書 サポーターズ会議 は子 どもの 「読書離れ」

「活字離れ」 の問題 を背景 に,学 校 図書館整備

の立 ち遅れには 「一般的 な 日本人 に とって学校

図書館 の重要性 の認識が形成 されていない とい

う問題が あるのではないか」,「学校図書館 の必

要性 につ いて国民 の理解 を得 る必要があ るので

はないか」,と い う認識か ら,学 校 図書館 に今

後求 め られ る役割 や,そ の機能 につ いて国民 に

明確 な ビジ ョンを示すために設置 された もので

あ る。 これまで は学校図書館関係者 の間での議

論が中心であ ったが,学 校 図書館関係者 ではな

い人 々を含 む議論 によって まとめ られた ことに

この報告の意義 があると思 われ る。 しか し,な

ぜ学校図書館 の必要性 につ いて一般 に認識が低

いのか についての考察 は見 られなか った。

この点 に関連 して,筆 者 は多 くの学校図書館

にお ける活動が低調であ ることに対 し,学 習 に

つ いての考え方(=学 習観)と 図書館 との関わ

りに原因があ るので はないか と仮説 を立 ててい

る。学習の 目的 は社会文化 的な背景,社 会が要

求す る能力 とい った観点 と切 り離す ことはで き

ず,教 育 には人格 の形成 とい った固有 の価値が

認 め られ るが,具 体的な教育 の目的 は社会 との

関係 で規定 され ることが多い。 これ は,こ れ ま

での教育改革 の中での学習指導要領 の変遷を見

れば明 らかで ある。 そ うい った社会文化的 なコ

ンテクス トを背景 と した学習 目的を達成す るた

めに学校 図書館 はどう関わ って い くことがで き

るのか とい うことを考察 し,長 い間本 の置 き場

と しての認識 しか持 たれていなか った学校図書

館を,学 習 ツールの一つ として活用す るために

はど うすればよいのか とい うことにつ いて,活

動理論 を応用 し,学 習観 あるいは学校運営文化

の転換 による学校図書館観 の再構築 を行 いたい

と考 えて いる。

これ まで,学 校図書館 ・公共図書館での活動,

その役割 な どにつ いて は事例研究や あるべ き姿

についての研究 が多数行われて きた。 しか し,

理想 の姿 を示す ことで は各図書館 の持つ問題状

況の解消 には十分応え られてお らず,い まだに

学校図書館 ・公共図書館があ るべ き姿 を標榜 し

続 けているのはそのため で はないか と考 えた。

そ こで,到 達点 か らのアプローチで はな く,現

在の活動 を分析す るとい うアプ ローチか ら,各

館の持つ問題,対 立点 を発展的 に解消 してい く

道具立て として活動理論 を応用す ることは適切

で あると思 われ る。

学校 図書館 の問題 を考 え るに当た り,「 お金

さえあれ ば」 「人がつ いていれ ば」 とい う現場

の切実 な願 いを目にす る機会 は多 いが,そ もそ

も 「なぜ学校図書館政策 に重点が置かれないの

か」 ということを きちんと整理す る必要がある。

筆者 の取 り組む 「生涯学習者 を育成す るための

学校図書館活動」研究で は,学 校図書館活動 を

学校 レベルで の活動 と政策 レベルで の活動 に分

け,現 場 での問題 と政策側 の問題 とに存在す る

活動 の対立点 を整理 し,発 達的 に解消す る方策
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について提言 を行 う予定であ る。

5.お わ りに

学校図書館 は学校 に必置の施設 であ り,学 校

教育 の展開に寄与す ることが法定 されてい る。

しか し,学 校図書館の必要性が社会 に十分 に認

識 され,か つ 「これか らの学校図書館 の活用 の

あ り方 について」 にあげ られ るよ うな,学 校図

書館が担 うべ き機能 が発揮 で きる学校 図書館 は

多 くの学校で実現 して こなか った。 それは,学

校図書館設置 の契機 が戦後教育改革か ら出て き

た もので あ り,理 念が先行 し,実 態 を伴 わず,

社会か ら要請 され る学力 と学校図書館活動がマッ

チ しな くな っていた状況 などが考慮 され る。 あ

るいは学力低下が問題化 しは じめた1970年 代か

らの教育改革 の中で学校図書館の設置が望 まれ

たな らば,施 設 はあるのだか ら後 は各学校 の努

力 にゆだね る,と い った現在 の状況 とは違 って

いた可能性 も考 え られ る。つ ま り,3.2で 紹

介 した フィンラン ドオール市 のよ うに,学 校図

書館 の必要性が十分 に認識 され,学 校文化 の改

革 を伴 う教育改革 のための装置 として学校図書

館が導入 され たな ら,学 校 図書館関係者 のみな

らず,教 育界全般 にお ける学校図書館 に対す る

認識 はず いぶん変 わ って きたので はないか と考

え るか らであ る。

学校図書館 の必要性が再認識 されつつあ る現

在,活 動理論 を応用 す ることによって,学 校図

書館の変革 は可能であ り,意 味があると考え る。

しか し,活 動理論 には,発 展的 に解消 され,拡

張 された活動 をどのよ うに評価 していけばよい

のか とい うことにつ いて指標 を持 たないため,

到達点がわか りに くいとい う難 しさも伴 う。活

動理論 を応用す ることによ り何が可能 にな り,

限界 はど こにあるのかについては,今 後,整 理

すべ き課題 と して残 されてい る。

今回,活 動理論 に関す る文献 につ いて数量的

に展望 したところ,特 に 日本で はまだ活動理論

を応用 した研究が論文 とい う形で結実 している

数が少 な く,研 究 は単独で行 われ,か ついろい

ろな雑誌 に分散 して掲載 されて いるとい うこと

がわか った。

こうい った状況か らの転換 となる出来事 とし

て,日 本 で先駆 的に活動理論 を研究 している山

住勝広氏 によ り,2011年 に活動理論学会が発足

した とい うことが挙 げ られ る14)。本学会 は主 に

教育学分野で活動理論 を応用 した実践研究を蓄

積 してお り,現 在,メ ー リングによ る意見交換

が行 われてい る。今後,多 分野 において活動理

論が応用 され た実践的研究 が展開 して い く可能

性を示唆す るもの と して期待 したい。

参考文献

1)山 住 勝 広.活 動 理 論 と教 育 実 践 の創 造:拡

張 学 習 へ.大 阪,関 西 大 学 出 版 部,2004,

364p.

2)山 住 勝 広,ユ ー リア ・エ ンゲ ス トロ ー ム

編.ノ ッ トワ ー キ ン グ:結 び 合 う人 間 活

動 の創 造 へ.新 曜 社,2008.315p.

3)椹 木 哲 夫.“ 活 動 理 論 ”.日 本 フ ァ ジ ィ学

会 誌.2002,14(5),p.95.

4)日 本 知 能 情 報 フ ァ ジ ィ学 会.日 本 知 能 情 報

フ ァ ジ ィ学 会 の ご案 内.

    •g http://www.j-soft.org/societyinfo/•h , 

   (accessed 2012-10-31) 

5) ProQuest. •gPsycINFO•h. 

   http://www.proquest.asia/ja-

  JP/catalogs/databases/detail/psycinfo-

   set-c.shtml, (accessed 2012-10-20) 

6 The Education Resource Information 

   Center. •gEric•h. 

   http://www.eric.ed.gov/ ,

  (accessed 2012-10-24) 

7) EBSCO HOST. •gLISTA with Full Text•h. 

  http://www.ebsco.co.jp/materials/brochure/ 

  Brochure _LISTA_FT.pdf, 

  (accessed 2012-10-19) 

8) ProQuest. •gLISA•h. 

  http://www.proquest.asia/ja-

  JP/catalogs/databases/detail/lisa-set-

－69－



J OURNAL OF LIBRARY AND INFORMATION SCIENCE

c.shtml. (accessed 2012-10-19)

9)国 立 情 報 学 研 究 所 “CiNii Articles:日 本

の 論 文 を探 す ”.

http://ci.nii.ac.jp/, (accessed 2012-10-24)

10)国 立 国 会 図 書 館.“ 国 立 国会 図書 館 蔵 書 検

索 ・申 し込 み システ ム:NDL-OPAC”.

http://opac.ndl.go.jp/. 

(accessed 2012-12-12)

1 1) Kurttila-Matero, Eeva; Huotari, Mai-

   ja-Leena; Kortelainen, Terttu. •gA New 

   Operational Culture: The Case of the 

   School Library in the Information 

   Society Project in the City of Oulu, F 

   inland•h. Global Perspectives On School 

   Libraries. Marquardt, Luisa; Oberg, 

   Dianne eds. De Gruyter Saur, 2011, 

   p.57-70, ( IFLA publications, 148). 

12) Kurttila-Matero, Eeva; Huotari, Mai-

   ja-Leena; Kortelainen, Terttu. •gA New 

   Operational Culture: The Case of the 

   School Library in the Information 

   Society Project in the City of Oulu, F 

   inland•h. Global Perspectives On School 

   Libraries. Marquardt, Luisa; Oberg, 

   Dianne eds. De Gruyter Saur, 2011, 

   p.57-70, ( IFLA publications, 148).

13)文 部 科 学 省.“ 学 校 図 書 館:子 ど もの読 書

　 　サ ポ ー ター ズ会議 ”.

http://www.mext.go.jp/a _menu/shotou 

/dokusho/, (accessed 2012-10-24)

14)関 西大 学.“ 活動 理論 学 会 の ご案 内”.

http://www.chat.kansal-u.ac.jp/form/ 

index.html, (accessed 2012-12-25).

－70－

Vol.26(2012)


	jlis_0001
	jlis_0002
	jlis_0003
	jlis_0004
	jlis_0005
	jlis_0007
	jlis_0008
	jlis_0009
	jlis_0010
	jlis_0011
	jlis_0012
	jlis_0013
	jlis_0014
	jlis_0015
	jlis_0016
	jlis_0017
	jlis_0018
	jlis_0019
	jlis_0020
	jlis_0021
	jlis_0022
	jlis_0023
	jlis_0024
	jlis_0025
	jlis_0026
	jlis_0027
	jlis_0028
	jlis_0029
	jlis_0030
	jlis_0031
	jlis_0032
	jlis_0033
	jlis_0034
	jlis_0035
	jlis_0036
	jlis_0037
	jlis_0038
	jlis_0039
	jlis_0040
	jlis_0041
	jlis_0042
	jlis_0043
	jlis_0044
	jlis_0045
	jlis_0046
	jlis_0047
	jlis_0048
	jlis_0049
	jlis_0050
	jlis_0051
	jlis_0052
	jlis_0053
	jlis_0054
	jlis_0055
	jlis_0056
	jlis_0057
	jlis_0058
	jlis_0059
	jlis_0060
	jlis_0061
	jlis_0062
	jlis_0063
	jlis_0064
	jlis_0065
	jlis_0067
	jlis_0068
	jlis_0069
	jlis_0070
	jlis_0071
	jlis_0072
	jlis_0073
	jlis_0074



